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ごあいさつ

　組合員の皆様には益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。
　また、平素より江東信用組合に格別なるご愛顧ご支援を賜り、心より感謝申し上げます。
　ここに令和７年度上半期の決算概要を纏めましたので、ご高覧頂きたく存じます。
　さて、国内の景況は政府による成長分野への投資促進、構造的賃上げに向けた環境整備
等の生産性向上に繋がる政策を示すなど経済の好循環に取組み、緩やかに回復していると
思われます。しかし一方で、信用組合の主な取引先である、中小企業・小規模事業者は円
安やコスト増に加え、物価上昇や人手不足等の課題への対応など依然として厳しい経営環
境が続いています。このような状況下、当組合におきましては、中小企業診断士による企
業先の経営改善、企業再生支援に積極的に取組んでいます。今後も厳しい経営環境は続く
と思われますが、地域経済の活性化を図るため真に顧客に寄り添い、事業者・生活者支援
に取組んで参りますので組合員の皆様のご協力、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

事 業 方 針

○基本方針
　「中小企業等協同組合法」に基づく組合員の相互扶助を目的とした金融機関として、� �
《お客様を大切にして、各種ニーズにお応えする》ことによって、地域の皆様に必要とされる金融機関を目指します。
○経営方針
　１．�経営基盤の強化と安定した収益の確保

①効率的店舗運営を実践する
②狭域高密度取引の徹底
③適正な当期利益の確保
④コンプライアンス、リスク管理態勢の充実

２．地域貢献活動の展開
①中小・小規模事業者の再生と活性化への寄与
②生活者の生活安定と向上策の提案
③地域活性化行事への積極的な参加

３．人事管理の徹底
①人材の育成と活用による態勢整備
②適正な人事評価による組織の活性化
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〔成長性・効率性〕� （単位：千円）

令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
預 金 積 金 残 高 75,109,683 74,366,169

貸 出 金 残 高 36,255,509 36,710,928

役職員一人当り預金積金 816,409 845,070

〔収益性・安全性〕� （単位：千円）

令和7年9月末 〈参考〉令和6年9月末
業 務 純 益 84,133 123,202

実 質 業 務 純 益 134,318 123,202

コ ア 業 務 純 益 134,318 123,202
コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く。） 134,318 123,202

経 常 利 益 47,924 165,195

当 期 純 利 益 30,748 148,612

理事長　中村　博保
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★自己資本比率　＝
� 自己資本総額� 5,801,363千円 �　

＝　13.22％
　� リスクアセット総額� 43,866,858千円 �

・リスクアセット総額の内訳　｛	信用リスク・アセット	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 42,115,588千円	 オペレーショナルリスク相当額を8％で割って得た額	・・・・ 1,751,267千円
・当組合の自己資本比率は、健全基準（国内基準では4％以上）を上回る13.22％で、お客様に安心していただける
体力を維持しております。
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Q  江東信用組合の経営内容をお聞かせ下さい。

A	 	　地域密着型事業計画の積極的な推進を図り、前年同期と比べて預金積金については1.41％増加、貸出金については
3.84％減少しました。

	 	　自己資本比率については、健全基準（国内基準では4％以上）を上回る13.22％で、今後も組合員の皆様に安心して�
お取引いただけるような健全経営に努めます。

主要経営指標の推移� （単位：千円）

区　　分 令和6年3月末 令和6年9月末 令和7年3月末 令和7年9月末
経 常 収 益 1,196,300 658,288 1,269,389 793,068

経 常 利 益 146,300 165,195 252,531 47,924

当 期 純 利 益 146,057 148,612 252,875 30,748

預金積金残高 74,373,249 74,065,202 74,366,169 75,109,683

貸 出 金 残 高 38,889,529 37,706,360 36,710,928 36,255,509

有価証券残高 11,726,260 11,153,780 11,041,379 11,110,436

総 資 産 残 高 80,842,670 80,487,110 80,834,963 81,926,352

自己資本総額 5,480,543 5,624,872 5,716,850 5,801,363

自己資本比率 12.05% 12.49% 12.66% 13.22%

Ｑ  不良債権の処理状況を教えて下さい。

A	 	　当組合は、貸出資産の健全性を維持する為に、毎期積極的に償却・引当処理を実施しておりますが、令和7年9月末
の状況は下表の通りです。

	 	　保全率とは債権額に対して担保・保証等と貸倒引当金によってカバーされている率をいいます。
	 	　不良債権比率は0.08ポイント増加し、破産更正等債権については100%全額引当済であり、危険債権については

11.38％、また要管理債権に対しては引当基準に基づく貸倒実績率による引当金を計上しております。
	 	　引続き不良債権の発生防止及び早期処理に努め、金融機関としての｢健全性の確保・維持｣を目指しております。

協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況� 　　　　　　　　（単位：千円・％）

区 分 残　高 担保・保証額 貸倒引当金 保　全　率 引　当　率
（A） （B） （C） （B+C）/（A） （C）/（A−B）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

令和7年3月末 417,546 394,874 22,672 100.00 100.00

令和7年9月末 624,701 427,689 197,011 100.00 100.00

危 険 債 権 令和7年3月末 2,337,979 2,042,625 43,931 89.25 14.87

令和7年9月末 2,012,018 1,791,078 25,139 90.27 11.38

要 管 理 債 権 令和7年3月末 428,356 402,822 4,644 95.12 18.19

令和7年9月末 535,349 479,323 8,331 91.09 14.87

三月以上延滞債権 令和7年3月末 ─ ─ ─ ─ ─
令和7年9月末 ─ ─ ─ ─ ─

貸出条件緩和債権 令和7年3月末 428,356 402,822 4,644 95.12 18.19

令和7年9月末 535,349 479,323 8,331 91.09 14.87

小 計 令和7年3月末 3,183,881 2,840,321 71,247 91.45 20.74
令和7年9月末 3,172,068 2,698,090 230,481 92.32 48.63

正 常 債 権 令和7年3月末 33,545,558

令和7年9月末 33,103,937

合 計 令和7年3月末 36,729,439
令和7年9月末 36,276,005

（注）  令和7年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーにより分類し、以下の簡便な方法
により算出しております。従って、令和7年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続しておりません。

〈令和7年9月末の算出方法〉
 1. 債務者区分については原則として令和7年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡

り等の客観的な事実ならびに内部格付による債務者区分の変更等のあった債務者については、当組合の定める基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区
分によっております。

 2. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者に対する債権の合計です。
 3. 「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。
 4. 「要管理債権」とは、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
 5. 「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金（2及び3に掲げるものを除く。）です。
 6. 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利

となる取決めを行った貸出金（2、3及び5に掲げるものを除く。）です。
 7. 「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権（2、3及び4に掲げるものを除く。）です。
 8. 「担保・保証額」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
 9. 「貸倒引当金」には、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いて計上しております。
10. 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支

払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外
国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを行っている場合の
その有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

不良債権比率の推移
令和6年3月末 令和6年9月末 令和7年3月末 令和7年9月末

8.08％ 8.17％ 8.66％ 8.74％

江 東 信 用 組 合 に 対 す る  Q & A
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Ｑ  有価証券の時価情報を教えて下さい。

A	 	　評価損については、決算時の当組合査定基準に基づいて算出された数値であり、満期時には円100％で額面金額通り
償還されるもので、元本割れの心配はありません。

◎満期保有目的の債券で時価のあるもの�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種　　類
令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末

貸借対照表
計　上　額 時　　価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 時　　価 差　　額

時 価 が 貸 借 対 照 表
計 上 額 を 超 え る も の

国 債 ─ ─ ─ 99 100 0
地 方 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ の 他 400 404 4 300 301 1
小 計 400 404 4 399 401 1

時 価 が 貸 借 対 照 表
計上額を超えないもの

国     債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地  方  債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社     債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
そ  の  他 ─ ─ ─ 100 99 △ 0
小     計 ─ ─ ─ 100 99 △ 0

合 　 　 　 計 400 404 4 499 501 1
（注） 1.  時価は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。　　2.  上記の「その他」は、外国証券です。
 3.  時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

◎その他有価証券で時価のあるもの�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種　　類
令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末

貸借対照表
計　上　額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計　上　額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取 得 原 価を超えるもの

株 式 1,173 484 688 1,096 495 601
債 券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

国   　 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
地  方  債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社   　 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─

そ の 他 2,113 1,856 256 768 677 90
小 　 　 計 3,286 2,341 944 1,865 1,172 692

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 ─ ─ ─ ─ ─ ─
債 券 6,840 7,199 △ 358 7,050 7,399 △ 348

国   　 債 481 499 △ 17 486 499 △ 12
地  方  債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
短 期 社 債 ─ ─ ─ ─ ─ ─
社   　 債 6,358 6,700 △ 341 6,564 6,900 △ 335

そ の 他 512 564 △ 51 1,554 1,743 △ 188
小 　 　 計 7,353 7,763 △ 410 8,605 9,142 △ 537

合 　 　 　 計 10,639 10,104 534 10,470 10,314 155
（注） 1.  貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。　　2.  上記の「その他」は、投資信託及びその他証券です。
 3.  時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

Q  江東信用組合のご融資先についてお聞かせ下さい。

A	 　当組合は、小口融資を推進し、業種別では現在次のようにご利用頂いております。
◎貸出金業種別残高・構成比�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円、％）

業 　 　 　 種 　 　 　 別 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
金 額 構成比 金 額 構成比

製 造 業 1,775,964 4.9 1,712,907 4.7
農 業 、 林 業 ─ ─ ─ ─
漁 業 ─ ─ ─ ─
鉱 業 、採 石 業 、砂 利 採 取 業 ─ ─ ─ ─
建 設 業 2,107,958 5.8 2,057,617 5.6
電 気 、ガ ス 、熱 供 給 、水 道 業 11,281 0.0 12,470 0.0
情 報 通 信 業 69,042 0.2 63,443 0.2
運 輸 業 、 郵 便 業 471,499 1.3 504,955 1.4
卸 売 業 、 小 売 業 4,834,529 13.3 5,356,175 14.6
金 融 業 、 保 険 業 68,438 0.2 70,033 0.2
不 動 産 業 14,250,985 39.3 13,540,020 36.9
物 品 賃 貸 業 37,743 0.1 46,128 0.1
学 術 研 究 、専 門・技 術 サ ービ ス 業 151,045 0.4 189,379 0.5
宿 泊 業 ─ ─ ─ ─
飲 食 業 1,008,796 2.8 1,029,003 2.8
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 、娯 楽 業 155,086 0.4 169,818 0.5
教 育 、 学 習 支 援 業 47,366 0.1 52,295 0.1
医 療 、 福 祉 151,109 0.4 140,111 0.4
そ の 他 の サ ー ビ ス 1,084,951 3.0 1,069,204 2.9
そ の 他 の 産 業 52,856 0.1 55,523 0.2
小 計 26,278,652 72.5 26,069,088 71.0
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等 ─ ─ ─ ─
個 人（ 住 宅・消 費・納 税 資 金 等 ） 9,976,857 27.5 10,641,840 29.0
合 計 36,255,509 100.0 36,710,928 100.0
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（単位：千円）

科 目 金　　　　額
（ 資 産 の 部 ） 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
現 金 919,336 987,932
預 け 金 31,518,462 29,744,894
買 入 手 形 ─ ─
コ ー ル ロ ー ン ─ ─
買 現 先 勘 定 ─ ─
債券貸借取引支払保証金 ─ ─
買 入 金 銭 債 権 ─ ─
金 銭 の 信 託 ─ ─
商 品 有 価 証 券 ─ ─
商 品 国 債 ─ ─
商 品 地 方 債 ─ ─
商品政府保証債 ─ ─
その他の商品有価証券 ─ ─

有 価 証 券 11,110,436 11,041,379
国 債 481,750 586,537
地 方 債 ─ ─
短 期 社 債 ─ ─
社 債 6,358,850 6,564,390
株 式 1,244,157 1,167,881
そ の 他 の 証 券 3,025,678 2,722,570

貸 出 金 36,255,509 36,710,928
割 引 手 形 173,678 174,222
手 形 貸 付 3,210,511 2,965,430
証 書 貸 付 31,906,757 32,762,520
当 座 貸 越 964,561 808,755

外 国 為 替 ─ ─
外 国 他 店 預 け ─ ─
外 国 他 店 貸 ─ ─
買 入 外 国 為 替 ─ ─
取 立 外 国 為 替 ─ ─

そ の 他 資 産 982,813 981,204
未 決 済 為 替 貸 20,362 23,920
全信組連出資金 651,700 651,700
前 払 費 用 ─ ─
未 収 収 益 93,732 73,739
先物取引差入証拠金 ─ ─
先物取引差金勘定 ─ ─
保管有価証券等 ─ ─
金 融 派 生 商 品 ─ ─
そ の 他 の 資 産 217,018 231,844

有 形 固 定 資 産 1,419,032 1,439,867
建 物 290,453 312,776
土 地 895,621 895,621
リ ー ス 資 産 56,055 56,055
建 設 仮 勘 定 ─ ─
その他の有形固定資産 176,901 175,413

無 形 固 定 資 産 8,076 10,076
ソ フ ト ウ ェ ア ─ ─
の れ ん ─ ─
リ ー ス 資 産 ─ ─
その他の無形固定資産 8,076 10,076

前 払 年 金 費 用 ─ ─
繰 延 税 金 資 産 ─ ─
再評価に係る繰延税金資産 ─ ─
債 務 保 証 見 返 1,149 1,411
貸 倒 引 当 金 △ 288,463 △ 82,731
（うち個別貸倒引当金） （△ 222,150） （△ 66,603）

資 産 の 部 合 計 81,926,352 80,834,963

科 目 金　　　　額
（ 負 債 の 部 ） 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
預 金 積 金 75,109,683 74,366,169
当 座 預 金 1,722,373 1,948,317
普 通 預 金 33,451,285 32,786,315
貯 蓄 預 金 930,557 976,727
通 知 預 金 ─ 6,500
定 期 預 金 35,562,985 35,443,803
定 期 積 金 2,900,490 2,875,016
そ の 他 の 預 金 541,991 329,489

譲 渡 性 預 金 ─ ─
借 用 金 ─ ─
借 入 金 ─ ─
当 座 借 越 ─ ─
再 割 引 手 形 ─ ─

売 渡 手 形 ─ ─
コ ー ル マ ネ ー ─ ─
売 現 先 勘 定 ─ ─
債券貸借取引受入担保金 ─ ─
コマーシャル・ペーパー ─ ─
外 国 為 替 ─ ─
外 国 他 店 預 り ─ ─
外 国 他 店 借 ─ ─
売 渡 外 国 為 替 ─ ─
未 払 外 国 為 替 ─ ─

そ の 他 負 債 283,009 343,823
未 決 済 為 替 借 11,611 11,972
未 払 費 用 39,523 20,484
給 付 補 填 備 金 1,463 1,106
未 払 法 人 税 等 1,010 1,010
前 受 収 益 43,881 45,799
払 戻 未 済 金 ─ 10,380
職 員 預 り 金 64,873 66,798
先物取引受入証拠金 ─ ─
先物取引差金勘定 ─ ─
借 入 商 品 債 券 ─ ─
借 入 有 価 証 券 ─ ─
売 付 商 品 債 券 ─ ─
売 付 債 券 ─ ─
金 融 派 生 商 品 ─ ─
リ ー ス 債 務 56,055 56,055
資 産 除 去 債 務 ─ ─
そ の 他 の 負 債 64,590 130,215

賞 与 引 当 金 33,656 28,035
役 員 賞 与 引 当 金 12,876 12,876
退 職 給 付 引 当 金 131,330 123,208
役員退職慰労引当金 64,037 73,167
睡眠預金払戻損失引当金 177 177
そ の 他 の 引 当 金 10,321 10,321
特 別 法 上 の 引 当 金 ─ ─
金融商品取引責任準備金 ─ ─

繰 延 税 金 負 債 147,197 37,756
再評価に係る繰延税金負債 ─ ─
債 務 保 証 1,149 1,411
負 債 の 部 合 計 75,793,440 74,996,947

（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 255,212 253,132
普 通 出 資 金 255,212 253,132
優 先 出 資 金 ─ ─
その他の出資金 ─ ─

優先出資申込証拠金 ─ ─
資 本 剰 余 金 ─ ─
資 本 準 備 金 ─ ─
その他資本剰余金 ─ ─

利 益 剰 余 金 5,485,602 5,462,685
利 益 準 備 金 272,317 272,317
その他利益剰余金 5,213,284 5,190,367
特 別 積 立 金 3,830,000 3,830,000
（うち経営強化積立金） （320,000） （320,000）
（うち固定資産圧縮特別勘定積立金） （11,251） （11,251）
当期未処分剰余金 1,383,284 1,360,367

組 合 員 勘 定 合 計 5,740,814 5,715,817
その他有価証券評価差額金 392,098 122,198
評価・換算差額等合計 392,098 122,198
純 資 産 の 部 合 計 6,132,912 5,838,016
負債及び純資産の部合計 81,926,352 80,834,963

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

貸　借　対　照　表
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（単位：千円）

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、合計が一致しない場合があります。

損　益　計　算　書

科 目 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
経 常 収 益 793,068 1,269,389
資 金 運 用 収 益 607,993 1,087,740
貸 出 金 利 息 415,537 796,981
預 け 金 利 息 66,212 54,693
買入手形利息 ─ ─
コールローン利息 ─ ─
買 現 先 利 息 ─ ─
債券貸借取引受入利息 ─ ─
有価証券利息配当金 107,039 210,112
金利スワップ受入利息 ─ ─
その他の受入利息 19,204 25,953

役務取引等収益 56,826 112,975
受入為替手数料 11,265 22,097
その他の役務収益 45,560 90,877

その他業務収益 7,866 8,975
外国為替売買益 ─ ─
商品有価証券売買益 ─ ─
国債等債券売却益 ─ ─
国債等債券償還益 ─ ─
金融派生商品収益 ─ ─
その他の業務収益 7,866 8,975

その他経常収益 120,381 59,698
貸倒引当金戻入益 ─ 58,441
償却債権取立益 156 1,253
株式等売却益 120,225 ─
金銭の信託運用益 ─ ─
その他の経常収益 ─ 3

経 常 費 用 745,143 1,016,858
資 金 調 達 費 用 46,812 39,111
預 金 利 息 45,866 37,772
給付補填備金繰入額 613 676
譲渡性預金利息 ─ ─
借 用 金 利 息 ─ ─
売渡手形利息 ─ ─
コールマネー利息 ─ ─
売 現 先 利 息 ─ ─
債券貸借取引支払利息 ─ ─
コマーシャル・ペーパー利息 ─ ─
金利スワップ支払利息 ─ ─
その他の支払利息 331 661

役務取引等費用 10,388 20,060
支払為替手数料 2,613 5,189
その他の役務費用 7,774 14,871

その他業務費用 519 49
外国為替売買損 ─ ─
商品有価証券売買損 ─ ─
国債等債券売却損 ─ ─
国債等債券償還損 ─ ─
国債等債券償却 ─ ─
金融派生商品費用 ─ ─
その他の業務費用 519 49

経 費 480,648 952,119
人 件 費 292,558 562,842
物 件 費 164,649 338,319
税 金 23,441 50,957

その他経常費用 206,774 5,516
貸倒引当金繰入額 205,731 ─
貸 出 金 償 却 ─ 5,280
株式等売却損 ─ ─
株 式 等 償 却 ─ ─
金銭の信託運用損 ─ ─
その他資産償却 ─ 14
その他の経常費用 1,042 222

経 常 利 益 47,924 252,531

科 目 令和7年9月末 〈参考〉令和7年3月末
特 別 利 益 ─ ─
固定資産処分益 ─ ─
負ののれん発生益 ─ ─
金融商品取引責任準備金取崩額 ─ ─
その他の特別利益 ─ ─

特 別 損 失 0 252
固定資産処分損 0 252
減 損 損 失 ─ ─
金融商品取引責任準備金繰入額 ─ ─
その他の特別損失 ─ ─

税 引 前 当 期 純 利 益 47,924 252,279
法人税、住民税及び事業税 17,059 1,010
法 人 税 等 調 整 額 116 △ 1,605
法 人 税 等 合 計 17,176 △ 595
当 期 純 利 益 30,748 252,875
繰越金（当期首残高） 1,352,535 1,107,492
積 立 金 取 崩 額 ─ ─
当 期 未 処 分 剰 余 金 1,383,284 1,360,367



6

地域密着型金融の推進について
1．	地域密着型金融の当組合の基本方針
	 	　当組合では、地域密着型金融の必要性の基本的考え方のもとに下記のビジネスモデルを構築し、推進委員を中心に取り組みを推進しており
ます。

	 ①ライフサイクルに応じた取引先企業への支援強化
	 ②事業価値を見極める融資をはじめ、中小企業に適した資金供給手法の徹底
	 ③地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献

2．	地域密着型金融の推進体制
	 ①ライフサイクルに応じた取引先企業への支援強化
	 	 （1）既存先企業への支援	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥「こうしん企業支援プラン」プロジェクト・事業承継支援等
	 	 　 「こうしん企業支援プラン」活用による専門家の支援事例
	 	 　　①Ａ社・Ｂ社・・	各事業部門の収益力調査を実施し、収益の悪い部門を縮小することで収益力のアップが実現され営業利益の改善を図

ることが出来ました。
	 	 　　②Ｃ社 ・・・・・・・	従来現場の作業を機械処理に依存してきたが、手作業と機械作業の実際に要した時間を計測し比較した結果、手作業処

理の効率が良いことが証明され手作業処理を採用しました。また取扱商品の値引きの防止を行うことで営業利益の改
善を図ることが出来ました。

	 	 　　③Ｄ社 ・・・・・・・	現場作業員各人の仕事量と収益の分析を行い、その結果から作業の多能化と平準化を行うことにより仕事量のバラつ
き改善へと繋げることが出来ました。また作業の進捗状況をボード利用による「見える化」をすることでムダ削減によ
る効率化も図られ、結果として収益の改善に繋げることが出来ました。

	 	 　　④Ｅ社 ・・・・・・・	従業員への営業力向上指導、及び原価意識向上の改革、そして徹底した経費の見直しを図ることにより売上の増加と営
業利益の改善を図ることが出来ました。

	 	 （2）創業・新規事業への支援	‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 創業支援・新規事業支援
	 ②事業価値を見極める融資をはじめ、中小企業に適した資金供給手法の徹底
	 	 （1）事業価値を見極める融資	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 無担保・無保証融資、債権譲渡担保融資
	 	 （2）その他	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ ABL（動産担保融資）
	 ③地域の情報集積を活用した持続可能な地域経済への貢献
	 	 （1）地域活性化につながる多様なサービスの提供	 ‥‥‥‥‥‥ 消費者ローン問題、コミュニティ・ビジネス等への支援、融資等
	 	 （2）地域の面的再生	 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 地方自治体等との協調融資

3．	地域密着型金融の具体的施策
	 ①目利き能力の向上並びに人材の育成
	 ②身近な情報提供・経営指導・相談業務の活用
	 ③商工会議所、商工会、中小企業団体中央会並びに中小企業活性化協議会等他機関との連携
	 ④相談機能を活かした予防策を中心に、目的別ローンなども活用した多重債務者問題解決への一定の役割発揮
	 　具体的には：資金繰り計画表作成サポート等

地域貢献活動の状況
1．	融資を通じての地域貢献
	 「制度融資残高（保証協会付）」の取扱い	 令和7年9月末現在	 712件	 4,702百万円
	 	 	 （うち、責任共有制度	 217件	 1,731百万円）
2．	文化的・社会的貢献に関する活動
	 ①	平成5年、創立40周年を機会に公益信託「江東信用組合奨学基金」を設立しました。	 	

現在、毎年1学年2名の大学生に返還不要の奨学金を提供しております。
	 ②「経済講演会」や「江信協力会」主催による経営に関する勉強会を実施しております｡
	 ③営業店毎に社会貢献活動を計画し、地域清掃活動・献血運動・社会福祉団体への寄付等を実施しております。
	 　また、営業店毎に地域の催し物･お祭り・諸行事に積極的に参加し、地域の皆様とのコミュニケーションを図っております。
3．	東京都立産業技術研究センターとの業務連携
	 ―企業支援業務の連携・協働により地域産業の活性化を推進―
	 	　平成24年6月6日（水）より地方独立行政法人東京都立産業技術研究センターと業務連携に関する協定を締結しております。企業等の支援に関す
る業務を連携・協働して実施することにより、地域産業の活性化を図ることを目的としています。

連携・協働して行う事業
　①企業等の技術力・製品開発の向上	 ④技術経営支援	 ⑦施設利用促進
　②産業を支える人材の育成	 ⑤産学公交流	 ⑧その他、協議に基づく連携事業
　③企業等からの相談・問い合わせ	 ⑥情報発信	

反社会的勢力への対応について
	　当組合では平成21年7月に反社会的勢力に対する基本方針を策定し、「暴力団排除条項」の普通預金・当座預金及び貸出金における信用組合取
引約定書・金銭消費貸借契約書等への記載をしております。

「反社会的勢力に対する基本方針」（平成21年7月17日�制定）
　当組合は、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断するため、以下のとおり基本方針を定め、こ
れを遵守します。
1．�組織としての対応
	 当組合は、反社会的勢力による不当要求に対し、対応する職員の安全を確保しつつ組織全体として対応し、迅速な問題解決に努めます。
2．�外部専門機関との連携
	 	当組合は、反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から警察、暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携関係を構築していきます。
3．�取引を含めた関係の遮断
	 	当組合は、信用組合の社会的責任を強く認識するとともに、コンプライアンスを徹底するため、組織全体として反社会的勢力との取引を含めた関係を遮断し、不当要求
に対しては断固として拒絶します。

4．�有事における民事と刑事の法的対応
	 当組合は、反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対抗措置を講じる等、断固たる態度で対応します。
5．�資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与の禁止
	 当組合は、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対して事案を隠ぺいするための資金提供、不適切・異例な取引及び便宜供与は行いません。
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コンプライアンス体制について
　当組合では、法令遵守（コンプライアンス）を経営の重要課題として位置付けており、本部・営業店よりコンプライアンス委員を任命し、月例
の「コンプライアンス委員会」にてコンプライアンス状況の一元管理を実施しております。その進捗状況については、理事会へ報告することで実
効性を高めております。また管理職を中心にコンプライアンス・オフィサーの有資格者の拡充をコンプライアンス・プログラムに掲げております。
　また、全役職員にコンプライアンス・マニュアルの配布およびコンプライアンスの徹底状況や問題案件については、部室店のコンプライアン
ス委員がその内容を把握し、共通認識として相互牽制が図れる体制としております。

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取り組み状況
　当組合の社会的貢献活動を通じて、質の高いＣＳＲ（企業の社会的責任）の実現に向けて、地域社会との「絆」を深め、地元社会の発展に寄与す
る為に、地域振興・社会福祉事業等への取り組みを推進し、地元地域の一員として積極的に社会貢献に努めてまいります。
� 1．「経営革新等支援機関」としての認定
	 	 	　中小・小規模事業者の新たな事業活動の促進に関する法律の改正に伴い、中小・小規模事業者に対して専門性の高い支援事業を行う

経営革新等支援機関を認定する制度が創設され、当組合は、平成25年4月26日付で経営革新等支援機関に認定されました。
� 2．「中小企業金融円滑化法の期限到来」と「経営改善支援」の取り組みについて
	 	 	　当組合は、中小企業金融円滑化法終了後の対応について、従前と変わらぬ取り組みで臨み、役職員に対し周知徹底を行っています。
	 	 	　経営改善支援についても、平成20年5月に「こうしん企業支援プラン」プロジェクトを立上げ、中小企業診断士等の専門家と個別契約を

締結して、当組合の融資取引先へ経営改善計画書の策定や経営改善のアドバイス等の指導・支援に取り組んでいます。
	 	 	　従来と同様に貸付条件の変更等や円滑な資金供給を迅速に努めてまいります。融資取引先が抱える様々な経営課題の解決に向け、こ

れまで以上に積極的にコンサルティング機能強化を図り取り組んでまいります。
� 3．ビジネス・マッチングや動産担保融資（当組合独自のABL）等の支援
	 	 	　当組合では、地域の活性化の一環として、江信協力会の会員を対象に「江信協力会事業先ガイドブック」を発刊し、組合員ネット化プ

ロジェクトを立上げ、更なるビジネス・マッチングの推進に取り組んでいます。
	 	 	　また、当組合独自のABL（アセット・ベースト・レンディング）商品を企画し、現在豊洲支店の仲卸業者を対象に取り組んでおります。

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与等防止のための取組
　当組合は、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与等を防止するため、経営陣の主導的な関与の下、経営の最重要課題の一つとして次の各
号の取組みを行っています。
　（１）	当組合は、自らが提供する商品・サービス、取引形態、取引に係る国・地域や顧客属性等に応じたマネロン等リスクを特定、評価、類型

化したうえで、当該リスクについて、当組合のリスク許容度の範囲内に実効的に低減するための措置（リスクベース・アプローチ）を講じ
ています。

　（２）	当組合は、マネロン・テロ資金供与対策を適切に実施するために、組合内横断的なリスク管理態勢を構築しています。
　（３）	当組合は、マネロン・テロ資金供与対策の実効性を確保するため、当組合の業務分野、営業地域及びマネロン・テロ資金供与に関する動

向等を評価し、これを踏まえて、方針・手続・計画等を整備しています。
　（４）	前号の方針・手続・計画等は、不断に検証し、マネロン等リスクの変化やマネロン・テロ資金供与対策への新たな課題が認められた場合

には見直しを行っています。

苦情処理措置・紛争解決措置の対応について
●苦情処理措置
　　ご契約内容や商品に関する苦情等は、お取引のある営業店または総務部にお申し出ください。
　　【江東信用組合�総務部】
　　受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および組合の休業日は除く）
　　受付時間：午前９時～午後５時
　　電　　話：03－3631－8180
　　	　なお、苦情等対応手続については、別途リーフレットを用意しておりますのでお申し付けいただくか、当信用組合ホームページをご覧く
ださい。

　　	　ホームページアドレス　https://www.koutou.shinkumi.jp/
　　保険業務に関する苦情は下記機関でも受け付けております。
　　　一般社団法人生命保険協会　生命保険相談所	 （電話：03－3286－2648）
　　　一般社団法人日本損害保険協会　そんぽADRセンター	 （電話：0570－022808）
●紛争解決措置
　　東京弁護士会　　　紛争解決センター　（電話：03－3581－0031）、
　　第一東京弁護士会　仲裁センター　　　（電話：03－3595－8588）、
　　第二東京弁護士会　仲裁センター　　　（電話：03－3581－2249）
　	で紛争の解決を図ることも可能ですので、ご利用を希望されるお客さまは、上記	当組合総務部またはしんくみ相談所にお申し出ください。
また、お客さまから各弁護士会に直接お申し出いただくことも可能です。なお、前記東京・第一東京・第二東京弁護士会の各仲裁センターは、
東京都以外の各地のお客さまもご利用いただけます。
　	仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続きを進める方
法もあります。
　　	①　移管調停：	東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　　	②　現地調停：		東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共

同して解決に当る。
※	移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。
　具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。

　　【一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所】
　　受 付 日：月曜日～金曜日（祝日および協会の休業日は除く）	
　　受付時間：午前９時～午後５時	
　　電　　話：03－3567－2456
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サポートサービスについて

「こうしん企業支援プラン」プロジェクト　サポートサービス展開中

　当組合では、「地域密着型金融」推進の観点から取引先企業・事業者の皆様を対象に「経営相談・支援機能」の強化を図る
ために、平成20年5月に「こうしん企業支援プラン」プロジェクトを立上げ、中小企業診断士等の専門家と個別契約を締結し、
豊富な知識・経験・人的ネットワーク等を活かし経営資源である「人」「物」「金」「IT（情報）」を有効に活用して取引先企業・
事業者の皆様に対して幅広い事業の改善支援活動に取り組む当組合独自のサポートサービスを展開しております。（原則、
一年間当組合が費用を負担します。）
　尚、当組合は、融資取引先の経営実態を理解して更なる深耕を図りながら、当組合の理念・使命に基づき融資取引先と
の相互信頼関係の構築化と継続した経営支援を行なうことで、営業地域内の融資取引先の育成・発展に貢献できることを
目的に取り組んでいる制度です。
　つきましては、「こうしん企業支援プラン」プロジェクトのご支援を希望される融資取引先は、ご遠慮なく当組合の渉外
担当者・営業店窓口担当者にご相談ください。

店舗一覧表（事務所の名称・所在地）

店　　名 住　　　　　所 電　　話 ATM

本 部 〒135-0002　江東区住吉2-6-8 Tel（3631）8180（代表）

本 店 〒135-0002　江東区住吉2-6-8 Tel（3631）8187（代表） 2台

本店砂町出張所 〒136-0073　江東区北砂3-1-14-101 Tel（3615）1731（代表） 1台

洲 崎 支 店 〒135-0016　江東区東陽3-19-9 Tel（3647）1751（代表） 2台

江 戸 川 支 店 〒132-0033　江戸川区東小松川4-53-10 Tel（3654）8101（代表） 1台

上 野 支 店 〒110-0016　台東区台東4-29-8 Tel（3833）9111（代表） 1台

綾 瀬 支 店 〒120-0005　足立区綾瀬3-16-4 Tel（3605）4111（代表） 1台

森 下 支 店 〒135-0004　江東区森下2-23-2 Tel（3634）3921（代表） 1台

豊 洲 支 店 〒135-0061　江東区豊洲6-6-1 Tel（6633）0351（代表） 1台

ホームページアドレス　https://www.koutou.shinkumi.jp/
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